
 

 

 

 

金銭型ＥＴＦ設定交換の清算制度改善に伴う「業務方法書」等の一部改正について 

 

Ⅰ．改正趣旨 

金銭設定・金銭償還型ＥＴＦ（以下「金銭型ＥＴＦ」という。）の設定交換プロセスの利便

性向上を目的として、当社清算制度の一部見直しを行うことに伴い、業務方法書等について

所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 （備  考） 

１．債務の引受け 

 金銭型ＥＴＦの設定交換の債務引受に関して、現物清算参加者

が行った設定交換及び当社に対する債務引受の申込みをＥＴＦ

特別清算参加者が承諾したとき、現物清算参加者とＥＴＦ特別

清算参加者との間において、債務を負担する旨が合意されたと

みなす。 

 当社は、上記の現物清算参加者とＥＴＦ特別清算参加者の間の

各債務について、原則、申込承諾日に当社が引き受けるべき債

務の内容を確認したときに、債務引受を行う。 

 

・業務方法書第４５条の

３、第４６条、業務方法

書の取扱い第１０条の

３ 

 

  

２．決済方法 

 当社と現物清算参加者との間の金銭型ＥＴＦ及び金銭の授受に

ついては、ＤＶＰ決済におけるネッティングの対象に含めて決

済を行うものとする。 

 ＤＶＰ決済のために授受する金銭の額の算出に用いる約定値段

は、原則として申込承諾日に算出されるＤＶＰ清算値段とし、

当該約定値段と計算書に記載された金銭型ＥＴＦの値段との差

額について、ＤＶＰ受払代金に含めて授受を行う。 

 上記の差額に関するリスクについて、当初証拠金所要額の計算

に加味する。 

 

・業務方法書第５０条、第

５１条 

 

 

 

 

 

・当初証拠金所要額に関

する規則別表１ 

  

３．その他 

 その他、所要の改正を行う。 

 

 

・業務方法書第８３条の

２、業務方法書の取扱

い第１０条の２、証券

決済未了の場合及びバ

イインの取扱いに関す

る規則第８条 
 



 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

１．２０２５年９月２９日から施行する。 

２．前１．にかかわらず、清算約定に係る当社と清算参加者の間の決済を行うために必要

な当社又は当社以外の機関が設置するシステムの稼働に支障が生じた場合その他やむ

を得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社が認める場合

には、２０２５年９月２９日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以 上 
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業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（第３条第２項第１２号又は第１３号に掲げ

る清算対象取引の債務引受けの申込み等） 

第４５条の３ （略） 

２ 前項に規定する申込み及び承諾（同項に規

定する債務の引受けの申込みと併せて行われ

るものに限る。）による当事者間の合意は、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 証券投資信託（次号に掲げるものを

除く。） 

前項第１号に掲げる申込みを行った現物

清算参加者（以下「受益証券等申込清算参

加者」という。）又はＥＴＦ特別清算委託

者（以下、受益証券等申込清算参加者とあ

わせて「受益証券等申込者」という。）及

び同項第２号に掲げる承諾を行ったＥＴＦ

特別清算参加者の間において、計算書（当

社の定めるところによりＥＴＦ特別清算参

加者が作成する、第３条第２項第１２号に

掲げる清算対象取引に係る第３９条第３項

各号に掲げる事項その他の取引内容を特定

するために必要な事項を記載した書類をい

う。以下同じ。）が確定したときに、当該

計算書の内容に基づき、次のａからｃまで

に掲げる取引の区分に従い、当該ａからｃ

までに定める債務を負担する旨の合意とみ

なす。 

ａ 証券投資信託の設定 

証券投資信託の設定に係る以下の債務 

（ａ） 受益証券等申込者のＥＴＦ特別

清算参加者に対する金銭の支払債務及

び上場投資信託構成銘柄の引渡債務 

（ｂ） ＥＴＦ特別清算参加者の受益証

券等申込者に対する上場投資信託受益

証券の引渡債務 

ｂ 証券投資信託の元本の一部の償還 

証券投資信託の元本の一部の償還に係

る以下の債務 

（ａ） 受益証券等申込者のＥＴＦ特別

（第３条第２項第１２号又は第１３号に掲げ

る清算対象取引の債務引受けの申込み等） 

第４５条の３ （略） 

２ 前項に規定する申込み及び承諾（同項に規

定する債務の引受けの申込みと併せて行われ

るものに限る。）は、前項第１号に掲げる申

込みを行った現物清算参加者（以下「受益証

券等申込清算参加者」という。）又はＥＴＦ

特別清算委託者（以下、受益証券等申込清算

参加者とあわせて「受益証券等申込者」とい

う。）及び前項第２号に掲げる承諾を行った

ＥＴＦ特別清算参加者の間において、計算書

（当社の定めるところによりＥＴＦ特別清算

参加者が作成する、第３条第２項第１２号に

掲げる清算対象取引に係る第３９条第３項各

号に掲げる事項その他の取引内容を特定する

ために必要な事項を記載した書類をいう。以

下同じ。）が確定したときに、当該計算書の

内容に基づき、次の各号に掲げる取引の区分

に従い、当該各号に定める債務を負担する旨

の合意とみなす。 

（１） 証券投資信託の設定 

証券投資信託の設定に係る以下の債務 

ａ 受益証券等申込者のＥＴＦ特別清算参

加者に対する金銭の支払債務及び上場投

資信託構成銘柄の引渡債務 

ｂ ＥＴＦ特別清算参加者の受益証券等申

込者に対する上場投資信託受益証券の引

渡債務 

（２） 証券投資信託の元本の一部の償還 

証券投資信託の元本の一部の償還に係る

以下の債務 

ａ 受益証券等申込者のＥＴＦ特別清算参

加者に対する上場投資信託受益証券の引

渡債務  

ｂ ＥＴＦ特別清算参加者の受益証券等申

込者に対する金銭の支払債務 

（３） 上場投資信託受益証券と上場投資信

託構成銘柄の交換 
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清算参加者に対する上場投資信託受益

証券の引渡債務  

（ｂ） ＥＴＦ特別清算参加者の受益証

券等申込者に対する金銭の支払債務 

ｃ 上場投資信託受益証券と上場投資信託

構成銘柄の交換 

上場投資信託受益証券と上場投資信託

構成銘柄の交換に係る以下の債務 

（ａ） 受益証券等申込者のＥＴＦ特別

清算参加者に対する上場投資信託受益

証券の引渡債務  

（ｂ） ＥＴＦ特別清算参加者の受益証

券等申込者に対する上場投資信託構成

銘柄の引渡債務  

（ｃ） ＥＴＦ特別清算参加者の受益証

券等申込者に対する交換時残余返還口

数（（ａ）の引渡債務の対象となる上場

投資信託受益証券の口数のうち、ＥＴ

Ｆ特別清算参加者から受益証券等申込

者に返還されるべき口数として計算書

に記載された口数をいう。以下同じ。）

の上場投資信託受益証券の引渡債務 

（２） 金銭型証券投資信託（投信法第８条

第１項に規定する委託者指図型投資信託を

いう。以下同じ。） 

前項第１号に掲げる申込みを行った受益

証券等申込者及び同項第２号に掲げる承諾

を行ったＥＴＦ特別清算参加者の間におい

て、当該ＥＴＦ特別清算参加者が当該承諾

を行ったときに、当該承諾を行った日（以

下「金銭型証券投資信託承諾日」という。）

の翌日までに計算書が確定する場合にあっ

ては、当該計算書の内容、金銭型証券投資

信託承諾日の翌日までに計算書が確定しな

い場合にあっては、当社の定める方法によ

り申告された内容に基づき、前号ａからｃ

までに掲げる取引の区分に従い、当該ａか

らｃまでに定める債務を負担する旨の合意

とみなす。 

上場投資信託受益証券と上場投資信託構

成銘柄の交換に係る以下の債務 

ａ 受益証券等申込者のＥＴＦ特別清算参

加者に対する上場投資信託受益証券の引

渡債務  

ｂ ＥＴＦ特別清算参加者の受益証券等申

込者に対する上場投資信託構成銘柄の引

渡債務  

ｃ ＥＴＦ特別清算参加者の受益証券等申

込者に対する交換時残余返還口数（前ａ

の引渡債務の対象となる上場投資信託受

益証券の口数のうち、ＥＴＦ特別清算参

加者から受益証券等申込者に返還される

べき口数として計算書に記載された口数

をいう。以下同じ。）の上場投資信託受益

証券の引渡債務 

 

 

  

（債務の引受け） 

第４６条 当社が証券取引等清算業務として行

（債務の引受け） 

第４６条 当社が証券取引等清算業務として行
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う債務の引受けは、次の各号に掲げる区分に

従い、当該各号に定めるところによる。 

（１）～（３） （略） 

（４） 第３条第２項第１２号に掲げる清算

対象取引 

ａ 証券投資信託の設定に係る清算対象取

引 

当社が、当社の定める方法により当社

が引き受けるべき債務の内容（次項に定

める清算適格要件を含み、金銭型証券投

資信託については金銭の支払債務の確定

額を除く。）について確認したときは、

その内容に基づき、当社は受益証券等申

込清算参加者が前条第２項第１号ａ

（ａ）（同項第２号の規定による場合を

含む。）の規定に基づきその相手方であ

るＥＴＦ特別清算参加者に対し負担する

債務を免責的に引き受け、当該受益証券

等申込清算参加者は当社により引き受け

られた当該債務と同一内容の債務を新た

に当社に対し負担し、かつ、当社はＥＴ

Ｆ特別清算参加者が同項第１号ａ（ｂ）

（同項第２号の規定による場合を含

む。）の規定に基づきその相手方である

受益証券等申込清算参加者に対し負担す

る債務を免責的に引き受け、当該ＥＴＦ

特別清算参加者は当社により引き受けら

れた当該債務と同一内容の債務を新たに

当社に対し負担するものとする。 

ｂ 証券投資信託の元本の一部の償還に係

る清算対象取引 

当社が、当社の定める方法により当社

が引き受けるべき債務の内容（次項に定

める清算適格要件を含み、金銭型証券投

資信託については金銭の支払債務の確定

額を除く。）について確認したときは、

その内容に基づき、当社は受益証券等申

込清算参加者が前条第２項第１号ｂ

（ａ）（同項第２号の規定による場合を

含む。）の規定に基づきその相手方であ

るＥＴＦ特別清算参加者に対し負担する

債務を免責的に引き受け、当該受益証券

う債務の引受けは、次の各号に掲げる区分に

従い、当該各号に定めるところによる。 

（１）～（３） （略） 

（４） 第３条第２項第１２号に掲げる清算

対象取引 

ａ 証券投資信託の設定に係る清算対象取

引 

当社が、当社の定める方法により当社

が引き受けるべき債務の内容（次項に定

める清算適格要件を含む。）について確

認したときは、その内容に基づき、当社

は受益証券等申込清算参加者が第４５条

の３第２項第１号ａの規定に基づきその

相手方であるＥＴＦ特別清算参加者に対

し負担する債務を免責的に引き受け、当

該受益証券等申込清算参加者は当社によ

り引き受けられた当該債務と同一内容の

債務を新たに当社に対し負担し、かつ、

当社はＥＴＦ特別清算参加者が同号ｂの

規定に基づきその相手方である受益証券

等申込清算参加者に対し負担する債務を

免責的に引き受け、当該ＥＴＦ特別清算

参加者は当社により引き受けられた当該

債務と同一内容の債務を新たに当社に対

し負担するものとする。 

 

 

 

 

ｂ 証券投資信託の元本の一部の償還に係

る清算対象取引 

当社が、当社の定める方法により当社

が引き受けるべき債務の内容（次項に定

める清算適格要件を含む。）について確

認したときは、その内容に基づき、当社

は受益証券等申込清算参加者が第４５条

の３第２項第２号ａの規定に基づきその

相手方であるＥＴＦ特別清算参加者に対

し負担する債務を免責的に引き受け、当

該受益証券等申込清算参加者は当社によ

り引き受けられた当該債務と同一内容の

債務を新たに当社に対し負担し、かつ、
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等申込清算参加者は当社により引き受け

られた当該債務と同一内容の債務を新た

に当社に対し負担し、かつ、当社はＥＴ

Ｆ特別清算参加者が同項第１号ｂ（ｂ）

（同項第２号の規定による場合を含

む。）の規定に基づきその相手方である

受益証券等申込清算参加者に対し負担す

る債務を免責的に引き受け、当ＥＴＦ特

別清算参加者は当社により引き受けられ

た当該債務と同一内容の債務を新たに当

社に対し負担するものとする。 

ｃ 上場投資信託受益証券と上場投資信託

構成銘柄の交換に係る清算対象取引 

当社が、当社の定める方法により当社

が引き受けるべき債務の内容（次項に定

める清算適格要件を含む。）について確

認したときは、その内容に基づき、当社

は受益証券等申込清算参加者が前条第２

項第１号ｃ（ａ）の規定に基づきその相

手方であるＥＴＦ特別清算参加者に対し

負担する債務を免責的に引き受け、当該

受益証券等申込清算参加者は当社により

引き受けられた当該債務と同一内容の債

務を新たに当社に対し負担し、かつ、当

社はＥＴＦ特別清算参加者が同ｃ（ｂ）

及び（ｃ）の規定に基づきその相手方で

ある受益証券等申込清算参加者に対し負

担する債務を免責的に引き受け、当該Ｅ

ＴＦ特別清算参加者は当社により引き受

けられた当該債務と同一内容の債務を新

たに当社に対し負担するものとする。 

（５） 第３条第２項第１３号に掲げる清算

対象取引 

当社が、当社の定める方法により当社が

引き受けるべき債務の内容（次項に定める

清算適格要件を含み、金銭型証券投資信託

については金銭の支払債務の確定額を除

く。）について確認したときは、その内容に

基づき、当社はＥＴＦ特別清算委託者から

有価証券等清算取次ぎを受託した他社清算

参加者がその相手方であるＥＴＦ特別清算

参加者に対し負担する債務を免責的に引き

当社はＥＴＦ特別清算参加者が同号ｂの

規定に基づきその相手方である受益証券

等申込清算参加者に対し負担する債務を

免責的に引き受け、当ＥＴＦ特別清算参

加者は当社により引き受けられた当該債

務と同一内容の債務を新たに当社に対し

負担するものとする。 

 

 

 

 

ｃ 上場投資信託受益証券と上場投資信託

構成銘柄の交換に係る清算対象取引 

当社が、当社の定める方法により当社

が引き受けるべき債務の内容（次項に定

める清算適格要件を含む。）について確

認したときは、その内容に基づき、当社

は受益証券等申込清算参加者が第４５条

の３第２項第３号ａの規定に基づきその

相手方であるＥＴＦ特別清算参加者に対

し負担する債務を免責的に引き受け、当

該受益証券等申込清算参加者は当社によ

り引き受けられた当該債務と同一内容の

債務を新たに当社に対し負担し、かつ、

当社はＥＴＦ特別清算参加者が同号ｂ及

びｃの規定に基づきその相手方である受

益証券等申込清算参加者に対し負担する

債務を免責的に引き受け、当該ＥＴＦ特

別清算参加者は当社により引き受けられ

た当該債務と同一内容の債務を新たに当

社に対し負担するものとする。 

（５） 第３条第２項第１３号に掲げる清算

対象取引 

当社が、当社の定める方法により当社が

引き受けるべき債務の内容（次項に定める

清算適格要件を含む。）について確認したと

きは、その内容に基づき、当社はＥＴＦ特

別清算委託者から有価証券等清算取次ぎを

受託した他社清算参加者がその相手方であ

るＥＴＦ特別清算参加者に対し負担する債

務を免責的に引き受け、当該他社清算参加

者は当社により引き受けられた当該債務と
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受け、当該他社清算参加者は当社により引

き受けられた当該債務と同一内容の債務を

新たに当社に対し負担し、かつ、当社はＥ

ＴＦ特別清算参加者がその相手方である当

該他社清算参加者に対し負担する債務を免

責的に引き受け、当該ＥＴＦ特別清算参加

者は当社により引き受けられた当該債務と

同一内容の債務を新たに当社に対し負担す

るものとする。 

２ 第３条第２項第１２号及び第１３号に掲げ

る取引については、次の各号に掲げる要件

（以下「清算適格要件」という。）のすべて

を満たすものに限り、前項に基づく債務の引

受けの対象とする。 

（１）  （略） 

（２） 設定に係る授受に関し、計算書確定

日（ＥＴＦ特別清算参加者の作成する計算

書が、登録ＥＴＦ信託銀行の承認を経て確

定する日をいう。以下この項において同

じ。）（当該証券投資信託が金銭型証券投資

信託の場合には、金銭型証券投資信託承諾

日。以下この項において同じ。）が、当該設

定に係る上場投資信託受益証券の上場日

（複数の指定金融商品市場に上場する場合

においては、各市場における上場日のうち

最も早い日。以下同じ。）の２営業日前の日

以降の日であり、計算書に記載された決済

日（以下「ＥＴＦ決済日」という。）（当該証

券投資信託が金銭型証券投資信託の場合に

は、当社の定める方法により決済日として

申告された日。以下この項及び第５０条第

１項第１号ａにおいて同じ。）が、計算書確

定日の翌々営業日であること 

（３）～（６） （略） 

３・４ （略） 

 

（ＤＶＰ決済のために授受する金銭及び有価

証券） 

第５０条 現物清算参加者及びＥＴＦ特別清算

参加者（以下「現物清算参加者等」という。）

がＤＶＰ決済のために授受する金銭の額及び

有価証券の数量は、次の各号に定めるところ

同一内容の債務を新たに当社に対し負担

し、かつ、当社はＥＴＦ特別清算参加者が

その相手方である当該他社清算参加者に対

し負担する債務を免責的に引き受け、当該

ＥＴＦ特別清算参加者は当社により引き受

けられた当該債務と同一内容の債務を新た

に当社に対し負担するものとする。 

 

 

２ 第３条第２項第１２号及び第１３号に掲げ

る取引については、次の各号に掲げる要件

（以下「清算適格要件」という。）のすべて

を満たすものに限り、前項に基づく債務の引

受けの対象とする。 

（１）  （略） 

（２） 設定に係る授受に関し、計算書確定

日（ＥＴＦ特別清算参加者の作成する計算

書が、登録ＥＴＦ信託銀行の承認を経て確

定する日をいう。以下同じ。）が、当該設定

に係る上場投資信託受益証券の上場日（複

数の指定金融商品市場に上場する場合にお

いては、各市場における上場日のうち最も

早い日。以下同じ。）の２営業日前の日以降

の日であり、計算書に記載された決済日（以

下「ＥＴＦ決済日」という。）が、計算書確

定日の翌々営業日であること 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（６） （略） 

３・４ （略） 

 

（ＤＶＰ決済のために授受する金銭及び有価

証券） 

第５０条 現物清算参加者及びＥＴＦ特別清算

参加者（以下「現物清算参加者等」という。）

がＤＶＰ決済のために授受する金銭の額及び

有価証券の数量は、次の各号に定めるところ
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による。この場合において、ＥＴＦ特別清算

参加者が授受する金銭の額及び有価証券の数

量は、当該ＥＴＦ特別清算参加者を委託者と

する証券投資信託の受託者である登録ＥＴＦ

信託銀行ごとに証券投資信託の設定と交換

（証券投資信託の元本の一部の償還を含む。）

に係るものに区分して算出し、当該区分ごと

に授受を行うものとする。 

（１）金銭の額は、ａに定める額に、ｂから

ｅまでに定める額を加減した額とする。 

ａ （略） 

ｂ 約定値段とＤＶＰ清算値段との差額 

その日を約定決済日とする当該現物清

算参加者等の清算対象取引について、そ

の約定値段（第３条第２項第７号から第

９号までに規定する清算対象取引につい

ては、各指定証券金融会社が定める貸借

値段をいい、同項第１２号及び第１３号

に規定する清算対象取引については、計

算書に記載された上場投資信託受益証券

又は上場投資信託受益証券構成銘柄の値

段（現物清算参加者の金銭型証券投資信

託に係る清算対象取引の場合には、金銭

型証券投資信託承諾日の翌日における当

該上場投資信託受益証券に係るＤＶＰ清

算値段）をいう。以下同じ。）とその日に

おけるＤＶＰ清算値段との差に相当する

額 

ｃ～ｅ （略） 

（２） （略） 

による。この場合において、ＥＴＦ特別清算

参加者が授受する金銭の額及び有価証券の数

量は、当該ＥＴＦ特別清算参加者を委託者と

する証券投資信託の受託者である登録ＥＴＦ

信託銀行ごとに証券投資信託の設定と交換

（証券投資信託の元本の一部の償還を含む。）

に係るものに区分して算出し、当該区分ごと

に授受を行うものとする。 

（１）金銭の額は、ａに定める額に、ｂから

ｅまでに定める額を加減した額とする。 

ａ （略） 

ｂ 約定値段とＤＶＰ清算値段との差額 

その日を約定決済日とする当該現物清

算参加者等の清算対象取引について、そ

の約定値段（第３条第２項第７号から第

９号までに規定する清算対象取引につい

ては、各指定証券金融会社が定める貸借

値段をいい、同項第１２号及び第１３号

に規定する清算対象取引については、計

算書に記載された上場投資信託受益証券

又は上場投資信託受益証券構成銘柄の値

段をいう。以下同じ。）とその日における

ＤＶＰ清算値段との差に相当する額 

 

 

 

 

 

ｃ～ｅ （略） 

（２） （略） 

２・３ （略） 

４ その日を約定決済日とする当該現物清算参

加者の金銭型証券投資信託に係る清算対象取

引については、計算書に記載された当該上場

投資信託受益証券の値段から、金銭型証券投

資信託承諾日の翌日における当該清算対象取

引に係る上場投資信託受益証券に係るＤＶＰ

清算値段を減じて算出した額（以下「基準価

額調整額」という。）が次の各号に掲げる場

合に該当するときは、当該各号に定めるとこ

ろにより、当該基準価額調整額を第１項第１

号のＤＶＰ決済のために授受する金銭の額の

２・３ （略） 

（新設） 
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算出に含めるものとする。ただし、金銭型証

券投資信託承諾日の翌日までに計算書が確定

されない場合には、この限りでない。 

（１） 基準価額調整額が正の数になる場合 

ａ 金銭型証券投資信託の設定に係る清算

対象取引である場合には、当該現物清算

参加者が当社に支払う金銭の額に当該基

準価額調整額を加算する。 

ｂ 金銭型証券投資信託の償還に係る清算

対象取引である場合には、当社が当該現

物清算参加者に支払う金銭の額に当該基

準価額調整額を加算する。 

（２） 基準価額調整額が負の数になる場合 

ａ 金銭型証券投資信託の設定に係る清算

対象取引である場合には、当社が当該現

物清算参加者に支払う金銭の額に当該基

準価額調整額の絶対値に相当する額を加

算する。 

ｂ 金銭型証券投資信託の償還に係る清算

対象取引である場合には、当該現物清算

参加者が当社に支払う金銭の額に当該基

準価額調整額の絶対値に相当する額を加

算する。 

 

５ （略） 

 

４ （略） 

 

（ＤＶＰ決済に係る予定受払代金の差入れ） 

第５１条 現物清算参加者等は、その日に基準

価額調整額が生じず、かつ、証券決済未了が

発生しないものとして前条（第４項及び第５

項を除く。）に定めるところにより仮に算出し

たＤＶＰ決済のために授受する金銭の額（以

下「ＤＶＰ予定受払代金」という。）が支払い

となる場合には、清算対象取引に基づく当該

現物清算参加者等の当社に対する債務の履行

を確保するためのものとしてＤＶＰ予定受払

代金を当該日の午後１時までに当社に対して

差し入れなければならない。 

２ 前項の規定により当社に対して差し入れた

ＤＶＰ予定受払代金は、前条に規定するＤＶ

Ｐ決済のために授受する金銭の額（以下「Ｄ

ＶＰ受払代金」という。）が確定した時点でそ

の支払いに充当するものとする。この場合に

（ＤＶＰ決済に係る予定受払代金の差入れ） 

第５１条 現物清算参加者等は、その日に証券

決済未了が発生しないものとして前条（第４

項を除く。）に定めるところにより仮に算出し

たＤＶＰ決済のために授受する金銭の額（以

下「ＤＶＰ予定受払代金」という。）が支払い

となる場合には、清算対象取引に基づく当該

現物清算参加者等の当社に対する債務の履行

を確保するためのものとしてＤＶＰ予定受払

代金を当該日の午後１時までに当社に対して

差し入れなければならない。 

 

２ 前項の規定により当社に対して差し入れた

ＤＶＰ予定受払代金は、前条に規定するＤＶ

Ｐ決済のために授受する金銭の額（以下「Ｄ

ＶＰ受払代金」という。）が確定した時点でそ

の支払いに充当するものとする。この場合に
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おいて、その日に基準価額調整額が生じたこ

と又は証券決済未了が発生したことによって

ＤＶＰ受払代金が前項の規定により当社に差

し入れているＤＶＰ予定受払代金を下回るこ

ととなったときは、現物清算参加者等は当該

ＤＶＰ予定受払代金のうち余剰額に相当する

金銭の返還を当該日の午後２時４５分に当社

から受けるものとする。 

３ （略） 

おいて、その日に証券決済未了が発生したこ

とによってＤＶＰ受払代金が前項の規定によ

り当社に差し入れているＤＶＰ予定受払代金

を下回ることとなったときは、現物清算参加

者等は当該ＤＶＰ予定受払代金のうち余剰額

に相当する金銭の返還を当該日の午後２時４

５分に当社から受けるものとする。 

 

３ （略） 

  

（金銭型証券投資信託に係る清算対象取引に

基づく債権債務の解消等） 

 

第８３条の２ 当社は、金銭型証券投資信託の

設定又は元本の一部の償還に係る清算対象取

引につき、その信託財産に係る取引を行うた

めに必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その他

やむを得ない事由により、当該取引又は基準

価額の算出を行うことが不可能又は著しく困

難であるとして、ＥＴＦ特別清算参加者から

債務の引受の取消しに係る申込みを受領した

場合であって、当社が適当と認めるときは、

当該清算対象取引に基づく債権債務の解消に

関する措置を行うことができる。 

（新設） 

２ ＥＴＦ特別清算参加者は、申込対象となる

清算対象取引の相手方である受益証券等申込

者の同意を得たうえで、前項に規定する申込

みを当社が定めるところにより行うものとす

る。 

 

  

（国債証券先物取引の決済物件の変更等） （国債証券先物取引の決済物件の変更等） 

第８３条の３ （略） 第８３条の２ （略） 

  

（会社分割又は事業譲渡の場合の未決済約定

の引継ぎ） 

（会社分割又は事業譲渡の場合の未決済約定

の引継ぎ） 

第８３条の４ （略） 第８３条の３ （略） 

  

（他の清算業務における証券取引等清算業務

に係る余剰担保の利用） 

（他の清算業務における証券取引等清算業務

に係る余剰担保の利用） 

第８３条の５ （略） 第８３条の４ （略） 
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付  則  

１ この改正規定は、令和７年９月２９日から

施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る

当社と清算参加者の間の決済を行うために必

要な当社が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由により、

改正後の規定を適用することが適当でないと

当社が認める場合には、令和７年９月２９日

以後の当社が定める日から施行する。 
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業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（業務方法書第３条第２項第１２号又は第１

３号に掲げる清算対象取引の債務引受けの

申込み等） 

第１０条の２ 業務方法書第４５条の３第１項

に規定する取引の申込み、承諾及び当社に対

する債務の引受けの申込み並びに同条第２項

第２号に規定する申告は、受益証券等申込

者、ＥＴＦ特別清算参加者及び登録ＥＴＦ信

託銀行が業務方法書第３条第２項第１２号に

掲げる取引に係る情報交換並びに申込み及び

承諾等を行うためのシステムとして当社が指

定するもの（以下「プラットフォーム」とい

う。）を用いて行うものとする。ただし、当

社又は当社以外の機関が設置するシステムの

稼動に支障が生じた場合その他やむを得ない

事由によりプラットフォームを用いることが

適当でないと当社が認める場合には、当社が

その都度定める方法による。 

２ 業務方法書第４５条の３第２項第１号の計

算書は、当社の指定する様式により作成する

ものとする。 

 

（業務方法書第３条第２項第１２号又は第１

３号に掲げる取引に基づく債務の引受け） 

第１０条の３ 業務方法書第４６条第１項第４

号ａからｃまで及び同項第５号に規定する当

社が引き受けるべき債務の内容の確認並びに

同条第２項第２号に規定する決済日の申告

は、プラットフォームを用いて行うものとす

る。ただし、当社又は当社以外の機関が設置

するシステムの稼動に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由によりプラットフォーム

を用いることが適当でないと当社が認める場

合には、当社がその都度定める方法による。 

 

 

（業務方法書第３条第２項第１２号又は第１

３号に掲げる清算対象取引の債務引受けの

申込み等） 

第１０条の２ 業務方法書第４５条の３第１項

に規定する当社が定める方法は、受益証券等

申込者、ＥＴＦ特別清算参加者及び登録ＥＴ

Ｆ信託銀行が業務方法書第３条第２項第１２

号に掲げる取引に係る情報交換並びに申込み

及び承諾等を行うためのシステムとして当社

が運営するもの（以下「プラットフォーム」

という。）を用いる方法とする。ただし、当

社又は当社以外の機関が設置するシステムの

稼動に支障が生じた場合その他やむを得ない

事由によりプラットフォームを用いることが

適当でないと当社が認める場合には、当社が

その都度定める方法による。 

 

 

２ 業務方法書第４５条の３第２項の計算書

は、プラットフォームの運営に当たり当社の

指定する様式により作成するものとする。 

 

（業務方法書第３条第２項第１２号又は第１

３号に掲げる取引に基づく債務の引受け） 

第１０条の３ 業務方法書第４６条第１項第４

号ａからｃまで及び同項第５号に規定する当

社が引き受けるべき債務の内容の確認は、プ

ラットフォームを用いて行うものとする。た

だし、当社又は当社以外の機関が設置するシ

ステムの稼動に支障が生じた場合その他やむ

を得ない事由によりプラットフォームを用い

ることが適当でないと当社が認める場合に

は、当社がその都度定める方法による。 

 

 

付  則  

１ この改正規定は、令和７年９月２９日から

施行する。 
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２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係る

当社と清算参加者の間の決済を行うために必

要な当社が設置するシステムの稼働に支障が

生じた場合その他やむを得ない事由により、

改正後の規定を適用することが適当でないと

当社が認める場合には、令和７年９月２９日

以後の当社が定める日から施行する。 
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当初証拠金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表１ 別表１ 

当初証拠金所要額の算出に関する表 当初証拠金所要額の算出に関する表 

１．現物清算資格に係る当初証拠金所要額 

現物清算資格に係る当初証拠金所要額

は、次の計算式により算出される額（当該

額が負数となる場合はゼロ）とし、現物清

算参加者と同一の企業集団（法第５条第１

項第２号に規定する企業集団をいう。以下

同じ。）に属するＥＴＦ特別清算参加者が

存在する場合においては、当該現物清算参

加者の清算約定で未決済のものについて次

の計算式により算出される額と、当該現物

清算参加者の清算約定で未決済のものから

当該現物清算参加者と当該ＥＴＦ特別清算

参加者との間の業務方法書第３条第２項第

１２号又は第１３号に規定する清算対象取

引に係るものを除いて次の計算式により算

出される額のいずれか大きい方の額とす

る。ただし、当該額が適当でないと認めら

れる場合には、当社が定める額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。 

１．現物清算資格に係る当初証拠金所要額 

現物清算資格に係る当初証拠金所要額

は、次の計算式により算出される額（当該

額が負数となる場合はゼロ）とし、現物清

算参加者と同一の企業集団（法第５条第１

項第２号に規定する企業集団をいう。以下

同じ。）に属するＥＴＦ特別清算参加者が

存在する場合においては、当該現物清算参

加者の清算約定で未決済のものについて次

の計算式により算出される額と、当該現物

清算参加者の清算約定で未決済のものから

当該現物清算参加者と当該ＥＴＦ特別清算

参加者との間の業務方法書第３条第２項第

１２号又は第１３号に規定する清算対象取

引に係るものを除いて次の計算式により算

出される額のいずれか大きい方の額とす

る。ただし、当該額が適当でないと認めら

れる場合には、当社が定める額とする。な

お、計算式における用語の意義は、次のａ

からｃまでに定めるとおりとする。 

現物清算資格に係る当初証拠金所要額 

＝総値洗損失相当額＋総想定損失相当額＋

純資産額に基づく割増額 

現物清算資格に係る当初証拠金所要額 

＝総値洗損失相当額＋総想定損失相当額＋

純資産額に基づく割増額 

ａ 総値洗損失相当額とは、各現物清算参

加者の当日までの有価証券（国債証券

を除く。以下同じ。）に係る清算約定

（当日取引、バイインに係るもの及び

業務方法書第６４条の規定に基づく有

価証券の貸借に係るものを除く。以下

同じ。）で未決済のものについて、銘柄

ごとに次の計算式により算出される額

をいう。なお、計算式における用語の

意義は、次のイからリまでに定めると

おりとする。 

ａ 総値洗損失相当額とは、各現物清算参

加者の当日までの有価証券（国債証券

を除く。以下同じ。）に係る清算約定

（当日取引、バイインに係るもの及び

業務方法書第６４条の規定に基づく有

価証券の貸借に係るものを除く。以下

同じ。）で未決済のものについて、銘柄

ごとに次の計算式により算出される額

をいう。なお、計算式における用語の

意義は、次のイからリまでに定めると

おりとする。 

値洗損失相当額 

＝（当該銘柄の総買付代金－当該銘柄の総

買付有価証券当日評価額）＋（当該銘

値洗損失相当額 

＝（当該銘柄の総買付代金－当該銘柄の総

買付有価証券当日評価額）＋（当該銘
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柄の総売付有価証券当日評価額－当該

銘柄の総売付代金） 

柄の総売付有価証券当日評価額－当該

銘柄の総売付代金） 

イ （略） イ （略） 

ロ 当該銘柄の総買付代金について、業務

方法書第３条第２項第１２号及び第１

３号に規定する清算対象取引（設定に

係る授受に限る。）については、金銭

型証券投資信託でない場合には、計算

書（同第４５条の３第２項に規定する

計算書をいう。以下同じ。）に記載さ

れた受益証券等申込者のＥＴＦ特別清

算参加者に対する上場投資信託構成銘

柄の引渡債務の額及び金銭の支払債務

の額の合計額とし、金銭型証券投資信

託である場合には、当該上場投資信託

受益証券の受領数量に金銭型証券投資

信託承諾日の翌日における当該上場投

資信託受益証券に係るＤＶＰ清算値段

（ＤＶＰ清算値段がない銘柄について

は、当社が定める値段。以下同じ。）

を乗じて得た額及び当該額に当社が定

める割合を乗じて得た額の合計額とす

る。 

ロ 当該銘柄の総買付代金について、業務

方法書第３条第２項第１２号及び第１

３号に規定する清算対象取引（設定に

係る授受に限る。）については、計算

書（同第４５条の３第２項に規定する

計算書をいう。以下同じ。）に記載さ

れた受益証券等申込者のＥＴＦ特別清

算参加者に対する上場投資信託構成銘

柄の引渡債務の額及び金銭の支払債務

の額の合計額とする。 

ハ～へ （略）  ハ～へ （略） 

ト 当該銘柄の総売付代金について、業務

方法書第３条第２項第１２号及び第１

３号に規定する清算対象取引（元本の

一部償還に係る授受に限る。）につい

ては、当該上場投資信託受益証券の引

渡数量に金銭型証券投資信託承諾日の

翌日における当該上場投資信託受益証

券に係るＤＶＰ清算値段を乗じて得た

額及び当該額に当社が定める割合を乗

じて得た額の合計額とする。 

ト 当該銘柄の総売付代金について、業務

方法書第３条第２項第１２号及び第１

３号に規定する清算対象取引（元本の

一部償還に係る授受に限る。）につい

ては、計算書に記載されたＥＴＦ特別

清算参加者の受益証券等申込者に対す

る金銭の支払債務の額の合計額とす

る。 

チ 当該銘柄の総買付有価証券当日評価額

とは、買付有価証券数量（業務方法書

第３条第２項第７号から第９号まで並

びに第１２号及び第１３号に規定する

清算対象取引にあっては、受領有価証

券数量。以下同じ。）に翌日の当該銘

柄に係るＤＶＰ清算値段を乗じて得た

額をいう。 

チ 当該銘柄の総買付有価証券当日評価額

とは、買付有価証券数量（業務方法書

第３条第２項第７号から第９号まで並

びに第１２号及び第１３号に規定する

清算対象取引にあっては、受領有価証

券数量。以下同じ。）に翌日の当該銘

柄に係るＤＶＰ清算値段（ＤＶＰ清算

値段がない銘柄については、当社が定
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リ （略） 

める値段。以下同じ。)を乗じて得た

額をいう。 

リ （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略）  

２． （略） ２． （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和７年９月２９日か

ら施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に係

る当社と清算参加者の間の決済を行うため

に必要な当社又は当社以外の機関が設置す

るシステムの稼働に支障が生じた場合その

他やむを得ない事由により、改正後の規定

を適用することが適当でないと当社が認め

る場合には、令和７年９月２９日以後の当

社が定める日から施行する。 
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証券決済未了の場合及びバイインの取扱いに関する規則 

 

新 旧 

（利子相当額の引渡し） 

第８条 証券決済未了渡方清算参加者は、

利付転換社債型新株予約権付社債券につ

いて、業務方法書第６４条第３項第４号

に定める日の前日における証券決済未了

の場合は、引渡しに係る決済未了有価証

券の利子に相当する額の総額から同第５

０条第５項の規定によりその日のＤＶＰ

受払代金から除外された金銭の額のうち

その日における単位算出経過利子に相当

する額を差し引いた額の金銭を当社に支

払わなければならない。 

２～４ （略） 

 

（利子相当額の引渡し） 

第８条 証券決済未了渡方清算参加者は、

利付転換社債型新株予約権付社債券につ

いて、業務方法書第６４条第３項第４号

に定める日の前日における証券決済未了

の場合は、引渡しに係る決済未了有価証

券の利子に相当する額の総額から同第５

０条第４項の規定によりその日のＤＶＰ

受払代金から除外された金銭の額のうち

その日における単位算出経過利子に相当

する額を差し引いた額の金銭を当社に支

払わなければならない。 

２～４ （略） 

 

 

付  則  

１ この改正規定は、令和７年９月２９日

から施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、清算約定に

係る当社と清算参加者の間の決済を行う

ために必要な当社が設置するシステムの

稼働に支障が生じた場合その他やむを得

ない事由により、改正後の規定を適用す

ることが適当でないと当社が認める場合

には、令和７年９月２９日以後の当社が

定める日から施行する。 
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